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本稿は、中小製造業におけるグローバル市場に向けたサービス事業（グローバル・サービス）戦
略の理論的枠組とその方向性について考察する。

製造業のサービス事業は、コンサルティング、ソリューション、金融、修理・メンテナンスなど
多岐にわたり、近年、たんに製品付随的にサービス事業を位置づけるのではなく、サービス事業に
よって製品の競争力を高めるなど、サービス事業に積極的意義を見出そうとする企業もある。しか
し、経営資源の制約や取引交渉力の弱さといった問題を抱える中小製造業は、大手製造業と比べて
グローバル・サービスの展開には困難があると考えられる。本稿では、こうした問題意識から、一
般機械分野の修理・メンテナンスサービスを例に、グローバル・サービスに関する理論の再構築を
検討するとともに、経営資源の制約など中小製造業固有の問題を克服するグローバル・サービス戦
略の方向性を検討する。
「時間・空間の特定性」というサービス財の特性によってサービス事業の多くは、顧客に近接し

た拠点立地が必要である。特に修理・メンテナンスサービスは、その迅速性を高めて顧客の機会損
失を抑制することが競争力につながるため、顧客に近接したサービス拠点は戦略上、重要となる。
また、それら拠点を含め、自社でサービス事業を実施するか、あるいは代理店など外部の資源を活
用して、サービスのグローバルな価値連鎖（GVC：グローバル・バリュー・チェーン）をどのよ
うに構築するかも問題となる。

本稿では、中小製造業のグローバル・サービスにおけるこれらの諸課題に着目し、GVCにおけ
るガバナンスを六つに類型化し、これに基づき事例を考察する。考察の結果、中小製造業のグロー
バル・サービス戦略の方向性として、同業あるいは関連他社との提携によってサービスを展開する

「関係性＋共同拠点」、代理店活用と自社拠点を併用する「モジュラー・メーカー主導＋関係性併用」
の二つを示す。

要　旨
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1 　課題の背景

経済のサービス化、IoT（モノのインターネッ
ト）といったサービスを取り巻く技術的変化など
により、製造業のサービス化（Servitization）が
注目されている。また、それは、社会・経済のグ
ローバル化（Globalization）に伴い、国内向けビ
ジネスにとどまらず、グローバル市場へも展開可
能である。こうしたサービス化とグローバル化と
いう二つの潮流の接点にあるのが、製造業のグ
ローバル・サービスである。その内容は、コンサル
ティング、ソリューション、金融、修理・メンテ
ナンスなど多岐にわたる。従来は製品の輸出に
関連したアフターサービスなどは製品付随的な活
動として位置づけられていたが、近年、こうした
サービスが顧客接点を確保し、製品の輸出や現地
生産・販売の競争力に寄与するものと考えられる
ようになった。

しかし、国内におけるサービス事業の展開 
においても経営資源の制約や取引交渉力の弱さ 
といった問題を抱える中小製造業は、大手製造業
と比べてグローバル・サービスの展開には困難が
ある（奥山、2020）。本稿では、こうした課題を
背景としながら、拠点配置とグローバル・バ
リュー・チェーン（以下、GVC）の視点から中
小製造業のグローバル・サービス戦略の在り方を
検討する。

従来、国際経営学などのグローバル化理論、サー
ビス経済学・サービス経営学などのサービス化理
論、および中小企業論は、それぞれ別々に研究・
議論されてきたか、それぞれの分野を融合したと
しても「グローバル・サービス」「中小企業のグロー
バル化」など二つの融合にとどまっていた。しか
し、中小製造業のグローバル・サービス研究は、

1　 ここでは、日本標準産業分類におけるはん用機械器具製造業、生産用機械器具製造業、業務用機械器具製造業の各業種とする。

これら三つの融合が求められる（図－ 1 ）。
この分野の研究課題としては、拠点配置とバ

リューチェーンの構築、マーケティング、人材育
成など多様な論点が想起できるが、本稿では、一
般機械1の中小製造業のサービス拠点の配置と
GVCの構築を論点の対象とする（図－ 2 ）。

本稿における研究の構成は次のとおりである。
まず、第 2 節および第 3 節では、中小製造業のグ
ローバル化およびサービス化の状況や課題を整理
する。次に、第 4 節では、本稿が焦点とするサー
ビス拠点の展開とGVCの先行研究を援用し、修
理・メンテナンスサービス（以下、メンテナンス）
を中心としたグローバル・サービスの理論へと再
構築する。続く第 5 節では、中小製造業のグロー

図－１　中小製造業のグローバル・サービス
研究のイメージ

資料：筆者作成（以下断りのない限り同じ）
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図－２　本稿の論点

サービス拠点
拠点をどのように配置していくか

顧　客 中小製造業

GVC（グローバル・バリュー・チェーン）
サービス供給の流れをどのように構築していくか
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バル・サービス事例を考察する。最後に、再構築
した理論と事例の考察からの含意を整理する。

2 　 中小製造業のグローバル化 
 （Globalization）

（ 1 ）グローバル化の系譜

わが国の対外直接投資は、戦後、旧外為法（外
国為替及び外国貿易法）の施行ののち、1951年に
再開された。再開後初の対外直接投資は、米国で
の販売を目的とした商社等による現地法人設立で
あったとされる。その後、産業構造の重化学工業
化により国際競争力が高まり、貿易収支の大幅な
黒字を生み出したことを背景に、1964年、OECD
に加盟して資本自由化規約を受け入れ、資本取引
が原則自由化された（財務総合政策研究所、
1985）。また、朝鮮特需などに対応して輸出を先
導した大企業は、欧米など当時の先進国企業に比
べ資本が不足しており、「資本を節約しつつ生産
を拡大するために、また、低賃金労働力を迂回的
に利用するために、中小企業の下請化を進めた」

（黒瀬、2011）。この頃の中小製造業は、大企業を
通じた間接輸出が中心だったのである。

1980年代前半には、大企業の下請製造業を中心
として、中小企業の海外進出がみられるように
なった。これは主に、アジア諸国に進出した大企
業の要請に応えたものであった。進出先では工業
の集積度が低く、部品などの調達先の確保が困難
であったためである。1990年代に入ると、円高の
進展、国内の景気低迷や大手企業の現地調達の拡
大等による国内取引縮小に直面し、中小製造業が
自己判断で海外進出を決意するケースも増加した

（中小企業研究センター、2011）。
2000年代に入ると、日系大手企業の受注を巡る

現地資本の部品企業との競合が激化する一方、ア
ジアにおける需要拡大に対応し、各種設備や機器

など完成品を製造する中小製造業の進出も顕著と
なった。また、現地の所得水準の上昇に加え、サー
ビス産業に対する現地政府の規制緩和、製造業の
海外進出に伴い、日系企業に対する事業所向け
サービスや日本人駐在員に対するサービスへの需
要が拡大したことを背景として、中小企業を含め、
サービス専業企業など非製造業の進出も増加した

（中小企業庁編、2008）。
また近年では、「国際化」という言葉に代え「グ

ローバル化（Globalization）」という言葉が頻繁
に使われる。国境による障壁が限りなく少ない環
境（ボーダーレス）のなかで、地球を一体的に視
野に入れながら多様な経済活動が展開される時代
となっている。さらに、生産の体系が「フォーディ
ズム」から「柔軟な専門化」（Piore and Sabel, 
1984）へと移行するなか、日本がコモディティ型
輸出（大量生産・大量消費志向の汎用品の輸出）
から多品種少量生産型輸出（特定者向けの高付加
価値・差別化商品の輸出）へ転換したことも、多
品種少量生産で強みを発揮する中小企業の可能性
を高めている（中小企業基盤整備機構、2013）。

（ 2 ）中小企業の現状

中小企業のグローバル化の現状について、中小
企業庁編（2019）のデータに基づき概観する。ま
ず、直接輸出企業割合の推移をみると、1997年度
では中小企業は16.4％にすぎず、大企業（28.8％）
との差は大きかった（表－ 1 ）。しかし、2016年
度では中小企業は21.4％まで高まり、大企業

（26.4％）との差は縮まった。
また、中小企業の売上高輸出比率をみると、

1997年度は2.2％であったが、2016年度は4.1％ま
で上昇した（表－ 2 ）。業種別輸出額では、製造
業で1997年度は1.5兆円であったが、2016年度に
は3.9兆円まで拡大している。また、2014年度以
降は非製造業の輸出額が急速に高まっている。

さらに、海外子会社を保有する企業の割合をみ
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ると、1997年度においては中小企業では6.0％に
すぎず、大企業（26.8％）とは大きな差があった

（表－ 3 ）。2016年度においては、中小企業は
14.2％まで高まったが、大企業（30.9％）とは依
然として大きな差がある。

このように、直接輸出の実施という点において
は大企業と中小企業との差はかなり縮まっている
が、対外直接投資においては、まだ大きな差があ
るといえる。

（ 3 ）グローバル化の理論

国際経営あるいは企業のグローバル化に関する
研究は、1960年代後半以降、進出先で企業間の競
争が激化し、海外市場特有のマーケティングやマ
ネジメントが不可欠となったことから活発化し
た。Perlmutter（1969）は、多国籍企業を①本国

（国内）志向（Ethnocentric Orientation）、②海
外進出先の現地志向（Polycentric Orientation）、
③本国に近い周辺的な地域志向（Regiocentric 
Orientation）、 お よ び ④ 世 界 志 向（Geocentric 

Orientation）の四つに分類する「EPRGモデル」
を提唱して国際経営モデルを精緻化した。第三 
国での生産様態（自社工場か外注か）について 
はDunning（1977; 1981） がOLIフ レ ー ム ワ ー 
ク を 提 示 し た。OLIと は、 所 有 特 殊 的 優 位

（Ownership-specific Advantage：他社にはない
ユニークな無形資産を保有することからくる優 
位 性 ）、 立 地 特 殊 的 優 位（Location-specific 
Advantage：経済活動の場としてのその国の魅力
度を決定する要素による優位性）、および内部化
インセンティブ（Internalisation Advantage：市
場で取引するよりも企業内に内部化することの
インセンティブ）であり、この三つの要素がそろっ
たときに直接投資が行われ、いずれかが欠落した
ときには輸出かライセンシング（ライセンス供与
によって権利収入を得る形態）となる。

一方、グローバル化には経営上のトレードオフ
もある。Bartlett and Ghoshal（1989）は、多国
籍企業を統合度と現地適応度によって「インター
ナショナル」「グローバル」「マルチドメスティッ

表－ 1　直接輸出企業割合の推移（中小企業・大企業）
（単位：％）

年　度 1997 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
中小企業 16.4 17.0 19.7 20.1 19.7 20.1 20.5 20.7 21.0 21.4
大企業 28.8 26.3 25.6 25.4 25.0 25.7 25.5 26.2 26.4 26.4

資料：中小企業庁『2019年版中小企業白書』（表－ 2 、 3 も同じ）

表－２　売上高輸出比率・業種別輸出額の推移（中小企業）
（単位：％、兆円）

年　度 1997 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
売上高輸出比率 2.2 2.3 2.8 3.6 3.5 3.1 3.1 3.7 4.1 4.1

輸出額
製造業 1.5 1.7 2.6 3.1 3.4 3.2 3.3 3.5 3.7 3.9
非製造業 1.2 1.0 1.0 1.7 1.7 1.2 1.3 2.2 2.4 2.4

（注）売上高輸出比率は、中小企業の売上高に占める輸出額（いずれも製造業・非製造業の合算）を算出したもの。

表－３　海外子会社を保有する企業割合の推移（中小企業・大企業）
（単位：％）

年　度 1997 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
中小企業 6.0 8.5 9.6 12.0 12.2 12.4 12.8 12.9 13.5 14.2
大企業 26.8 25.0 26.8 27.6 28.3 29.5 30.0 30.7 31.0 30.9

（注）1 海外子会社を保有する企業とは、年度末時点において海外に子会社または関連会社を所有している企業をいう。
　　 2  「子会社」とは、当該会社が50％超の議決権を所有する会社をいう。子会社または当該会社と子会社の合計で50％超の議決権を有する会社を

含む。「関連会社」とは、当該会社が20％以上50％以下の議決権を直接所有している会社をいう。
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ク」「トランスナショナル」に分類し、多国籍企
業が抱える統合と現地適応というトレードオフ 
を克服し、規模の経済性を確保しながら現地市 
場・現地組織に合わせて柔軟に対応する「トラン
スナショナル企業」の存在を示した。さらに 
Doz, Santos, and Williamson（2001）は、自国の
優位性を活用する従来型の多国籍企業の姿ではな
く、 新 た な 知 識 の 感 知（Sensing）、 知 識 の 流 
動 化（Mobilizing）、 イ ノ ベ ー シ ョ ン の 実 行

（Operationalizing）の三つの能力を活用しながら、
世界に分散する知識を活用してイノベーションを
生み出す企業を見出し、それらを「メタナショナ
ル企業」と呼んだ。

Friedman（2005）は、世界のフラット化を描き、
国際的な水平かつリアルタイムのコラボレー
ションが可能となることを示した。確かに、経済、産
業そしてビジネスのグローバル化は進行している
が、完全にフラット化するわけではなく、世界は
依然としてスパイキー（ギザギザ）である。

スパイキーな世界を前提としたグローバル化理
論としてはGhemawat（2007）を挙げることがで
きる。ここでは、グローバル企業が世界の各地域
でローカル化を実現していく事業戦略が示され、
文化的、制度的・政治的、地理的、経済的な差異
にいかに対応していくかが重要であるとし、その
対応策として「AAA（適応、集約、裁定）戦略」
が提示されている。

一方、グローバル化の担い手という観点では、
Rugman and Verbeke（2004）が、地理的な販売 
分布などで一定の基準を満たす「真のグローバ 
ル企業」はIBMやインテルなどわずか 9 社にとど
まるというデータを示した。さらに、Mayer  
and Ottaviano（2008）は、欧州各国のデータによっ
て、生産性が高い一部の企業のみが海外展開でき
ることを示し、直接輸出や対外直接投資できる企
業を「The happy few（幸福なる少数者）」と呼んだ。
しかし、前掲したデータが示すように、直接輸出や

対外直接投資は中小企業にも広がり、すでに少数
者だけのものではなくなっている。このため、大
企業だけでなく、中小企業に適用できるようなグ
ローバル化理論が求められている。

（ 4 ）中小企業のグローバル化に関する理論

中小企業など大企業以外の海外展開に関する研
究を表－ 4 にまとめた。創業間もなく海外事業を
展開するボーングローバル企業（BGC）は、独
自の技術的能力を源泉とした差別化と国際的企業
家志向性（IEO）、学習能力によって国ごとに適
切な参入戦略を採ってグローバル市場を切り拓く
と い う 特 性 を 有 す る（Knight, 2001; Freeman, 
Edwards, and Schroder, 2006）。

また、特定の商品や技術において世界のトップ
グループのポジションを目指すグローバル・ニッ
チトップ（GNT）は、自社の戦略的資源やコア・
コンピタンスに適合した規模の戦略を採り、同質
化された市場よりも、一般市場に内在する異質の
市場（ニッチ市場）を狙うという戦略を採る

（Simon, 2009）。土屋ほか（2015）は、革新的中
小企業が「先行開発した製品や他社に差別化した
製品を国内や海外の市場に投入」し、やがて「類
似商品との競争にも勝ち『デファクト標準』を獲得
する」プロセスを示した。このほか、佐竹（2014）
は、実地調査に基づき中小企業の海外展開におけ
る課題を多面的に論じている。

奥山（2018）では、地域資源を基礎とするロー
カルビジネスのグローバル化（グローカルビジネ
ス）においては、地域資源を活用した差別化（異
質性）と各国市場における受容性（同質性）の両
立が必要だとした。この理論は、主に地方の産品
や飲食店を扱う理論体系であり、B to Cの事業を
対象としている。本稿で対象とする一般機械は主
にB to Bであり、さらに顧客が現地の日系企業で
あれば同質性は確保されており、それほど問題に
はならないであろう。しかし、顧客が日系から現
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地資本の企業へと移行すれば、サービスの捉え方
やニーズは当然異なってくる。例えばアジアの現
地資本の企業では、機械単体を販売するだけでな
く、設計から機器・資材・役務の調達、設置およ
び試運転までの各サービスを含めて一括して請け
負う「フルターンキー（full turn key）」と呼ばれ
るビジネス（製品＋サービス）に対する高いニー
ズがある。

足立・楠本（2017）は、中小企業が輸出事業を
継続させる要因を探るために、日本政策金融公庫
総合研究所が2016年 6 月に実施した「輸出への取
り組みに関するアンケート」の結果を用いて輸出
収益に影響を及ぼす要因を探索し、中間財輸出で
は製品の独自性・新規性や企画開発・提案力、あ
るいはサービス体制の充実度が収益性に影響する
ことを示した。他社との差別化を図るためには「こ
まめなアフターフォローといった事後管理体制の
充実にも取り組み、付加価値のある取引相手であ
ることを伝え続ける必要がある」としており、サー

ビス事業が、製品事業を含めたグローバル化の成
否に影響を与えることを示唆している。

3 　 中小製造業のサービス化 
 （Servitization）

（ 1 ）サービスの定義とサービス財の特性

野村（1983）は、サービスを「利用可能な諸資
源が有用な機能を果たすその働き」と定義し、サー
ビス財の本質的な財としての特性は「時間・空間
の特定性」と「非自存性」の二つとした。時間･
空間の特定性とは、ある特定の時間にある特定の
空間に存在する機能の実現過程がサービスそのも
のであるため、サービス財には、必ず時間と空間
の限定がつきまとうという特性である。非自存性
とは、サービス主体と、客体たるサービス対象の
両者が存在してはじめてサービス財が存立するた
め、サービス財はそれ自身だけでは存在できない

表－４　グローバル化理論の比較
類　型 グローバル化の意味 主な理論的枠組 主な先行研究

ボーン
グローバル企業

（BGC）

創業→グローバ
ル企業

独自の技術的能力を源泉と
した差別化による創業間も
ない企業の急速なグローバ
ル化

どのように希少な経営資源の有効利用
を図っていくか、どのように国際的企
業家志向性（IEO）を発揮するか

Knight（2001）、
Freeman, Edwards,
and Schroder（2006）

グローバル・
ニッチトップ

（GNT）

国内ニッチトッ
プ→GNT

特定の商品または技術にお
いて、世界のトップグルー
プのポジションを目指すグ
ローバル化

自社の規模に適合した異質性ある市場
（ニッチ市場）にいかにアプローチし
ていくか

Simon（2009）、
難波・福谷・鈴木（2013）

革新的
中小企業

革新的中小企業
→グローバル中
小企業

蓄積した技術を開発の源泉
とする技術・製品開発型中
小企業のグローバル化

先行開発または差別化した製品・サー
ビスで、いかにデファクト標準を獲得
するか

土屋ほか（2015）

グローカル
ビジネス

ローカルビジネ
ス→グローカル
ビジネス

地域資源を差別化要素とし
て、国内の特定地域をター
ゲット市場としてきたビジ
ネスのグローバル化。中小
企業が主体

地域における独自の資源（地域資源）
によって特徴を付与された製品・サー
ビスを、地域資源を差別化要素として
異質性を確保しながら、一方で同質性
を備えて市場に受容されるか

奥山（2018）

（参　考）
大企業

国内大企業→グ
ローバル企業

本拠地の国内でもリーダー
で競争優位を有し、経営資
源も豊富な規模の大きい企
業のグローバル化

本国に賦存する経営資源（地域資源に
限らない）を活用し、異質性ある市場に
対し、標準化と現地適合化とのバラン
スをいかに図っていくか

Bartlett and Ghoshal
（1989）、
Ghemawat（2007）、
根本（2004）

資料：奥山（2018）を基に筆者作成
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ということである。さらに、これらの本質的な特
性に由来する物財と比較したサービス財の基本特
性として、野村（1983）は「非貯蔵性」「無形性」

「一過性」「不可逆性」および「認識の困難性」の
五つを挙げる。

（ 2 ）サービス化の理論

Dachs, et al.（2014）は、欧州の製造業のデー
タベースを使用し、そのサービス化状況について
の調査結果を示した。これによれば、サービス化
の状況の説明変数として国の違いは有意ではな
く、結果は、企業規模とサービス化との間のU字
型の関係を示し、サービス化における中小企業と
大企業の両方の可能性を示した。

中小企業では、少数の主要顧客のニーズに特化
した柔軟性の利点を活かしたニッチ戦略の一部と
して、サービス事業展開が可能になるとした。こ
の結果は、革新性と企業規模との関係が広範に検
討されているイノベーション関係の文献（Cohen, 
2010）と類似するという。すなわち、中小企業が
平均よりも高いイノベーション志向を示す主な理
由は、新しい市場やテクノロジーの機会に迅速に
対応する能力、例えば特定の顧客のニーズに合わ
せてサービスを調整することにより大企業が参入
する意思のないニッチ市場に対応する能力などに
あり、これはイノベーションの場合とサービス化
の場合で類似しているという。あわせて最小効率
のスケールと固定コストの削減もサービス化に当
たっての中小企業のメリットであるとしている。

一方、大企業は、多様化を通じてリスクをより
簡単に管理できるとともに、タスクを内部で分割
し、中小企業よりも個々の従業員のレベルで高度
な専門性が得られることが利点であるという。こ
れは、大企業のサービス化の理論やプロセスと、
中小企業のそれとは異なることを示唆している。

2　 一つの企業が異なる複数の事業を実施することが、別々の企業がそれぞれの事業を実施するよりもコスト上有利になる現象のことである。

（ 3 ）戦略化と統合化

奥山（2020）では製造業が製品事業とサービス
事業とを併せもつシナジー（相乗効果）と減殺効
果に着目する。シナジーは、差別化の自由度の拡
大や範囲の経済性2の獲得、製品とサービスによ
るワンストップの提供、財提供の最適選択などで
ある。他方、減殺効果は、製品優先のマインドに
よる障壁、二重管理、マルチベンダーとしての事
業構築の困難性、顧客事業とのカニバリゼーション

（共喰い）の発生などである。これらの効果が、
サービス専業企業のサービス事業と、製造業の
サービス事業の相違となって現れる。

さらに、ここでは中小製造業のサービス事業の
展開に固有の問題性を二つ指摘する。一つは経営
資源の不足である。時間・空間の特定性があるサー
ビス事業の場合、例えば客先に出向くようなメン
テナンスが典型的であるが、顧客の広がりに応じ
た拠点の設置が必要となるなど、人、拠点、資金
の問題がつきまとう。これに加え、サービス事業
に関わるノウハウの不足、サービス事業に対する
問題意識・マインドの低さなどが影響し、サービ
ス事業の展開がより困難になる。

二つ目として取引交渉力の弱さもある。取引 
交渉力の相対的劣位と、「サービスはサービス（無
料）」といった取引慣習とが相まって、サービス
事業が低採算となる傾向が強い。そこで、こうし
た問題性を克服するサービス・イノベーションの
方向性として「戦略化」と「統合化」を示して 
いる。

戦略化とは、サービス事業を戦略的に位置づけ、
各サービス事業に戦略的役割を与えることであ
る。具体的には、サービス事業によって、顧客接
点の拡大、価値共創、製品開発における学習の場
の確保、多様化対応、差別化要因の強化などを企

─ 69 ─

63_日本政策金融公庫論集_本文_奥山先生.indd   69 2020/08/18   14:09



日本政策金融公庫論集　第48号（2020年 8 月）

図することを指している。一方、統合化とは、製
品主体の考え方から脱却し、製品とサービスを主
従なく統合的に顧客に提供することである。この
二つの方向性により、サービス事業が中小製造業
の競争力強化につながる。こうした方向性は、グ
ローバル・サービスにも援用可能である。ただし、
経営資源の制約は国内でのサービス事業の展開以
上に重い。このため、これをどのように克服し、
グローバル・サービス事業を展開するなかで、い
かに戦略化あるいは統合化を実現するかが問題 
となる。

さて、工場、オフィス、サービス拠点などの種
類を問わず、企業にとっての拠点に関わる問題は、

「地理的空間のなかで、ある特定の活動をどこに
立地させるか」あるいは「企業の価値連鎖のなか
で、どの特定の活動部門を、どの程度までほかの
要素の近くに立地させるべきか。すなわち、経 
営全体を構成する個々の要素をどの程度まで分割
することができ、かつ、異なる場所に立地させる
ことができるのか」（Lloyd and Dicken, 1972）と
いった問題に集約できる。後者は「自社および他
社の機能を含めて、拠点を相互に有機的に結びつ
けて、どのように製品・サービスを顧客まで届け
るか」というバリューチェーン（Porter, 1985）の
構築およびそのガバナンスの問題として捉えるこ
とができる。

4 　グローバル・サービスの立地とGVC

（ 1 ）サービス拠点の配置問題

経営資源の制約のなかでグローバル・サービス
を展開するに当たって中小製造業が直面するの
は、どこに拠点を設けるかという拠点配置問題で
ある。サービス事業で提供されるサービス財は「時
間・空間の特定性」という特性があり、顧客に近
接した拠点配置が必要である。

また、人が主体となるサービスでは、工場に比
べて規模の経済性が発揮しにくいため、分散配置
が志向される。特にメンテナンスは、その迅速性
を高めて顧客の機会損失を抑制することが競争力
にもつながるため、拠点配置は戦略上、重要と 
なる。ここでは、メンテナンスを例に、製造拠点
や販売拠点とは異なったサービス拠点の立地を検
討する。

Weber（1909）は工場の立地因子として輸送費
因子、労働費因子、集積因子の三つを示している。
さらに集積因子はWeberのいう費用節約だけでな
く、収入増加やイノベーションの観点からさまざ
まな検討が加えられている。この 3 因子の考え方
はサービス拠点にも援用可能であり、ここでは輸
送費因子について検討することにしたい。

サービス拠点においては、扱う財は物財ではな
くサービス財であり、その取引は、サービス財の

「時間・空間の特定性」ゆえに「原則として供給
者と需要者は同じ時間と場所にいなければ、取引
が成立しない」（林、2015）。このため、物財の輸
送よりも、サービス財の取引の時間と場所に、サー
ビス財の提供主体となる「人材」をどのように「輸
送」するかが問題となる。

顧客への財の供給網という視点に立てば、
Christaller（1933）の中心地理論が応用できる。
ここでは、少数の地点（中心地）で生産・供給さ
れ、多数の地点で消費される財（中心地財）を想
定し、財の性質に応じてそれぞれ費用・時間・労
力（快適性）の 3 要素により貨幣価値に換算され
た地理的距離（経済距離）があり、その到達範囲
が大きな財（高次財）から小さな財（低次財）ま
で、その財の性質によって供給拠点が異なること
を示している。

ここで、メンテナンス（サービス）拠点について、
顧客のメンテナンスにおける許容コストとサービ
スの到達距離との関係を検討する簡単なモデルを
考える。ある標準的なメンテナンスを仮定し、
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・顧客のメンテナンスにおける許容コスト：Ps

・メンテナンス実時間：Ts

・ メンテナンス要員が顧客に向かう時間（サー
ビス供給者と顧客との時間距離）
…遠方からの派遣（以下、本社）：Tf

…拠点からの派遣（以下、拠点）：Tn

・ 1 単位時間当たりメンテナンス実コスト：Cs

・ 1 単位時間当たり要員の移動コスト：Cm

・ 1 カ月当たりメンテナンス業務量（回数）：N
・拠点設置追加費用（ 1 カ月当たり固定費）：FC

とおく。自社が提供した製品のメンテナンスは当
該サービス要員にしかできないとし、移動コスト
は時間距離に比例するとみなす。

本社による 1 カ月当たりメンテナンスコスト
（TCf）は、

TCf＝（Cs・Ts＋Cm・Tf）N
拠点による 1 カ月当たりメンテナンスコスト

（TCn）は、
TCn＝（Cs・Ts＋Cm・Tn）N＋FC

よって、自社の派遣コストのみからみた拠点設置
の経済的条件は、

（Cs・Ts＋Cm・Tf）N＞（Cs・Ts ＋Cm・Tn）N＋FC
となり、式を整理すると、

Cm・N（Tf－Tn）－FC＞ 0  …①
となる。

ここで、顧客（標準的な顧客）において設備が
停止していることによる単位時間当たり機会損失
額をLoとすると、拠点設置による、顧客の 1 カ月
当たり機会損失の節約額（TLo）は、

TLo ＝Lo（Tf＋Ts）N－Lo（Tn＋Ts）N 
＝Lo（Tf－Tn）N

となる。
こ の と き、 供 給 側 が 価 格 と し てLoの う ちµ

3　 ただし、今後IoTによる遠隔修理、予知保全などが普及すれば要員派遣および拠点設置の必要性は緩和される。IoTによるメンテナン
ス拠点配置の影響については奥山（2020）、中小企業のIoTの活用については日本政策金融公庫総合研究所（2018）に詳しい。

4　 A社ホームページ（2020年 3 月23日閲覧）。例えば、メンテナンスを通じて顧客ニーズを把握し、ピザ宅配業者向けのピザ生地に適合
した冷蔵庫などを開発している。

（ 0 ≦µ≦ 1 ）の割合で吸収できるとすれば、供
給側の拠点設置の経済性（収益）は①式と比べて
µTLoだけ緩和し、

Cm・N（Tf－Tn）＋µLo・N（Tf－Tn）－FC＞ 0
となり、この式を整理すると、

N（Cm＋µLo）（Tf－Tn）－FC＞ 0
となる。

これは、派遣時間を短縮して顧客の機会損失を
節約できるメンテナンスの場合には、そうでない
場合（たんなる販売拠点など）に比べ、距離の摩
擦も大きいゆえに、自社での拠点設置か、代理店
などへのアウトソーシングかに関わらず、顧客に
対して物理的に近接した何らかのメンテナンス拠
点を設置する必要性が高いことを示している3。

この結果を、Hotelling（1929）の「立地－価
格モデル」を応用し、通常のモデルに加え、顧客
の機会損失を図上部から表した（図－ 3 ）。これ
によると、メンテナンス拠点Xsにおけるサー 
ビスの到達距離（Christaller, 1933）は販売（非サー
ビス）拠点Xgより狭くなり、多くのサービス拠点設
置が求められることになる。

実際に、業種が異なる三つの企業のサービス拠
点を例にとり、その相違をみていく。東京都の区
部西部および多摩南東部地域における 3 社の拠点
配置を図－ 4 に示した。まず、製造業のサービス
拠点で、比較的頻繁なメンテナンスを必要とし、
機器が故障すると顧客に機会損失が生じる厨房機
器製造業である。大手のA社は、営業活動におい
て最も重要な機能としてメンテナンスに力を入れ
ており、全国15の販社の傘下にある約440カ所の
営業所からサービス要員を顧客へ派遣している。
製品が故障した場合には、原則即日対応する4。こ
の体制により、地域に密着した顧客へのきめ細や
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かなサポート体制を実現している。また、顧客の
声を研究開発部門へフィードバックする体制も確
立しており、製品開発にも役立てている。さらに、
A社は独自の「資格技能制度」の導入などサービ
ススタッフの教育にも力を入れており、万一のト
ラブル時には、直ちにサービススタッフが駆けつ
けるようになっている。 1 人当たり600〜800軒の
飲食店、約1,300台の厨房機器、 1 日当たり平均
15〜20件のメンテナンスを担当する5。

A社のサービス拠点は、東京都内においては、

5　日経BP社『日経ビジネス』2009年 6 月29日号、pp.42-46。

おおむね 6 〜10kmごとに配置されている。車を
使えば数十分で行ける距離である。飲食店の数、
即日での対応の可能性などを考慮し、高密度の拠
点網が構築されている。

次に、A社と同規模の連結売上高となっている
板金加工機械メーカーB社は、国内では、本社に
併設するソリューションセンターをサービス事業
の中枢として、全国に 7 カ所のテクニカルセン
ターおよび48カ所のサービスセンターを擁する。
東京都内は、首都圏営業所傘下の東京南サービス

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

図－３　販売拠点とサービス拠点との経済的配置の差異

Xsにおけるサービスの到達距離 

時間距離 T
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図－４　業種によるサービス拠点配置

板金加工機械メーカーB社 ピザ宅配店C社業務用厨房機器メーカーA社
（注）1 ●は東京都の区部西部および多摩南東部地域の拠点配置を示す。
　　 2 板金加工機械メーカーB社の拠点は地図外にある。
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センター、京葉営業所傘下の東京東サービスセン
ター、八王子営業所傘下の八王子サービスセン
ターの 3 カ所である6。A社が手がける厨房機器と
比べ、顧客の立地密度、故障頻度とも少ないとみ
られ、拠点数はA社ほど多くない。

三つ目の例として、製造業ではないが、ピザ宅
配業大手C社の配達拠点を参考までにみていきた
い。ピザの宅配は、原則としてピザが需要される
時間、需要する顧客のいる場所に届ける必要があ
る。C社のピザ事業は年間売上高約380億円、全
国529店舗（2019年11月期）である。FC店に示す
店舗設置の基準は「半径 2 kmで商圏エリア内に
2 万世帯以上」としており、都内ではおおむね 2 〜
4 kmごとに店舗が配置される。ピザは混雑状況
にもよるが、注文後、30分〜 1 時間程度で顧客の
もとに到着することを考えると、エリアをカバー
し、かつ各店舗がカニバリゼーションを起こさず、
採算が合うよう配置が考慮されている。

このように、サービス財は顧客への到達範囲が
限られ、サービス拠点は、サービスの頻度、当該
サービスに関わる顧客の機会損失の大きさ、顧客
の地理的な密度などによって大きく変化する。こ
れは、国内でも海外でも同じである。また、特に
故障によって顧客の機会損失が生じる一般機械の
メンテナンスにおけるグローバル展開では、顧客
に近接した拠点設置が、製品の製造拠点や販売拠
点以上に必要であることを示唆している。

（ 2 ）サービス拠点の階層性

製造業がサービス事業を製品事業強化のために
活用する「戦略化」を志向するのであれば、サー
ビス拠点はたんなるサービスの拠点ではなく、製
品事業あるいは企業の事業全体の競争力を強化す
るための情報収集拠点としても重要となる。その
情報を統括するオフィスは、グローバル本社を頂

6　B社ホームページ（2020年 3 月23日閲覧）。

点として、アジア、欧州などの地域本社、国ごと
の本社、国内各地域の支社・支店というような階
層性と階層間結合をもち、こうした階層性は企業
単体のものだけではなく、都市システムとしても
構造化する（Pred, 1977）。

オ フ ィ ス に つ い て は、 情 報 流（Törnqvist, 
1970）が重要となり、オフィスは「ものの輸送」
に代わり「知識の輸送」コストを最小化するよう
に立地を決定する。その結果、アクセシビリティ

（接触の容易性）の高い都市部に集積する傾向が
みられる（Haig, 1926）。情報流のなかには対面
接触を要する「オリエンテーション」と、大半は
電話等で可能となる「プログラム」があり、オリ
エンテーションの場合は「人の輸送」が必要とな
るため、そこに距離の摩擦が生じる。

また、オフィス立地には「本社─支社─営業所」
のような階層性があることが知られている。本社
オフィスは企業の最上位階層に位置し、中規模市
場オフィス（支社・支店）、ローカル市場オフィ
ス（営業所）は本社より小さい地域で活動する。
本社は、各階層あるいは企業グループに対し、管
理に必要な指令を出すとともに、現場の情報を吸
い 上 げ て 共 有 す る（Armstrong, 1972; 山 崎、
2001）。オフィス立地にも階層性があるように、
サービス拠点配置にも階層性が存在する。それ 
は「本社または工場─テクニカルセンター（技術
の拠点）─パーツセンター（修理部品の在庫拠 
点）─サービスセンター（サービス拠点）」という
ようにそれぞれの階層的な役割があり、それらが
有機的に結合しながらサービスのGVCを構築する
とともに、戦略化に必要な情報流を確保している。

（ 3 ）サービスの提供主体とGVC理論

次に、サービス拠点をどの主体が担うかを考え
る。前述したOLIフレームワークからも導かれる
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ように、海外市場の拠点をどのような主体が運営
するかについて、企業には大きく二つの選択肢が
ある。それは「市場」か「組織」か、すなわち、
外部化する（アウトソーシング）か、内部化する

（自社で行う）かである。Rugman（1981）の内
部化理論によれば、海外市場には、貿易政策など
の政策的不完全性と、知識ノウハウを安定した価
格で得られないといった自然的不完全性があり、
企業はこうした不完全性を回避するために内部化
するという。これに基づき、貿易（輸出入）、直
接投資およびライセンスという三つの方法を比較
検討し、不完全性が高い場合には直接投資、ライ
センスの順で有利であり、市場が完全の場合には
輸出が有利となることを明らかにした。さらに、
取引費用節約の観点から、海外展開をライセンス、
輸出、ジョイント・ベンチャー、直接投資の順で
有利とする伝統的なアプローチを批判、ライセン
スのノウハウ流出という問題を指摘しながら、輸
出、直接投資、ライセンスの順で海外化が進むと
論じる。

また、情報流の構築は、どのような流れでサー
ビス財を顧客まで届けるか、すなわち、複数の国
にまたがるなどグローバルに配置されたサービス
に関連する工程の間で、サービスが提供されるま
でに生み出される付加価値の連鎖（GVC）に規
定される。WTO（2014）では、製品開発からア
フターサービスまで、製品を中心としたプロセス
に沿ったサービス例を抽出し、GVCでの役割を
検討しているほか、Konishi（2017）が日本の観
光サービスにおけるGVCを考察するなど、サー
ビスに関わるGVCの研究が徐々に蓄積されつつ
ある。さらに、奥山（2020）で示した「戦略化」
を目指す場合には、顧客接点をつくり、顧客との
相互作用のなかで生み出された情報を製品開発な
どへと活用できるような情報流をいかに構築して
いくかが重要となる。

GVCに関する先行研究では、Gereffi, Humphrey, 

and Sturgeon（2005）が示した製品の「GVCフレー
ムワーク」において、部品の生産から製品が完成
するまでの連鎖によって五つに類型化されている

（図－ 5 ）。ここで示されているのは、調整とパワー
の非対称性のスペクトルであり、細い矢印は価格
に基づく交換を表し、大きいブロック矢印は、暗
黙知を含む濃密な情報流や知識の輸送を表してい
る。この分類基準は業務内容が標準化されていな
いことを示す「取引の複雑性」、関係特殊的な投
資なしに情報や知識を到達させる範囲の広さを示
す「明文化の程度」、および「供給者の能力」の
三つである。
「マーケット」は、顧客、供給者ともに多数が

参加する市場で製品を取引するタイプである。取
引の複雑性は低く、明文化の程度および供給者の
能力が高く、顧客と供給者はお互いに他社に切り
替えるコストは低い。
「モジュラー」は共通規格の既存部品を組み合

わせることによって製品がつくられるタイプであ
り、取引の複雑性、明文化の程度、供給者の能力
がすべて高く、フルパッケージ供給者がコンポー
ネント・材料供給者をとりまとめて顧客の仕様
に応じた製品を提供する。知識・情報が体系化さ
れているため他社に切り替えるコストは低い。
「関係性」は、顧客と供給者の間で複雑な相互

作用がみられるタイプであり、取引の複雑性と供
給者の能力が高く、明文化の程度が低い。このた
め、物理的な距離が遠くても社会的な近接性や長
期的取引による信頼性によって顧客と供給者の関
係が維持される。
「従属」は小規模の供給者と大規模の顧客によ

る連鎖であり、取引の複雑性と明文化の程度が高
いが、供給者の能力が低く、顧客による強いモニ
タリングと制御が特徴である。
「ヒエラルキー」は垂直統合のパターンであり、

取引の複雑性のみが高く、顧客の社内または子会社
等によって部品から製品まで一貫して生産される。
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（ 4 ）サービスのGVC類型の検討

Gereffi, Humphrey, and Sturgeon（2005） の
GVCのフレームワークは、中小製造業のサービ
ス事業における「戦略化」を実現するGVCの構
築にも有益な示唆がある。顧客との相互作用を実
現するためのガバナンスの在り方を示しているか
らである。具体的な類型でいうと、「モジュラー」
におけるフルパッケージ供給者、あるいは「関係
性」における関係供給者である。しかし、前述の
ようにサービス財は顧客への到達範囲が限られる
ため、最終的なサービスは顧客の近くに拠点を設
ける必要がある。また、グローバル・サービスの
場合には、主観的な個々の顧客のニーズや、それ
に適合するサービス人材の技術的スキルがあるた
め、国境を越えて顧客が存在する地域に拠点を設
けないと競争力を失う場合もある。こうしたこと
から、顧客との接点となるサービス拠点を内部化
するか外部化するかがGVCを構築するうえで重
要となる。

一方、実際のサービスを提供する拠点以外の場
所との連鎖によってサービスが実現することは、

前述したサービス拠点の階層性からも明らかであ
る。確かに、サービス自体は顧客との接点におい
て提供されるが、サービスにおけるGVCの川上
工程では、当該サービスに必要なノウハウの確立、
マニュアルの作成（サービス手順のある程度の確
立）、パーツ部品の供給等がなされる。むしろ、サー
ビスにおけるGVCの競争力には「粘着性」があり、
自国にとどまるプロセスの強化が重要となるとの
主張もある（OECD, 2013）。プロセスの強化の実
現は、人、教育、スキル、高品質のインフラ投資、
強力な産学連携など「暗黙知」の強化によってな
され、これらは広い意味でサービス提供の川上工
程とみなすことができる。このように、サービス
事業のGVCでは、競争力に資する二つの要素、
すなわち「顧客近くの拠点設置」と「自国でのプ
ロセスの強化」の両立が求められるが、経営資源
に制約がある中小製造業では、ここに資源配分の
トレードオフが生じる。

前述の三つの分類基準（「取引の複雑性」「明文
化の程度」「供給者の能力」）を援用しつつ、これ
らの製品とサービスとのGVCの違いに着目し、
一般機械におけるサービス事業用にGVCの類型

図－５　GVCガバナンスの5タイプ
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化を再構築すると、以下の六つに分類される
（図－ 6 ）。類型化の再構築に当たっては、金融財
政事情研究会（2016）の業種別記述を参考とした。

① 「マーケット」
「マーケット」は、サービスの標準化が進み、メー

カーの違いにあまり規定されることなく、多くの
サービス事業者が顧客に対して多様なサービスを
提供できるパターンである。この場合、海外にも
同様の製品が普及しているのであれば、海外の代
理店あるいはサービス業者がサービスを担うこと
が経済的となる。
「マーケット」の典型例は、空調機器であろう。

一般的に業務用空調機器は、仕様の決定を設計事
務所やエンジニアリング会社が行い、実際の製品
はメーカーあるいはその系列業者から、設備工事
業者（建設業）を通じてユーザーに提供される。

7　総務省・経済産業省「平成28年経済センサス─活動調査（確報）」。
8　D社「会社案内」およびD社「有価証券報告書」（2019年 3 月期）。
9　経済産業省・国土交通省「平成29年度建設機械動向調査」。

メンテナンスも独立系の設備工事業者が請け負う
ケースが多い。設備工事業者は国内では大手から
中小まで約 7 万5,000社7あり、ユーザーの選択肢
も多い。海外においてもこうした傾向がみてとれ
る。例えば、空調機器メーカーD社（大阪府大阪市）
の海外販売代理店はオーストラリア、バングラデ
シュなど14カ国にあり、通常のメンテナンスはこ
れら独立系の販売代理店が実施する8。

建設機械業界も同様である。建設機械も厳しい
安全性が要求されるため、有資格者による定期的
な保守整備が義務づけられている。建設機械は国
内で約 7 万5,000台（2017年度）販売されているが、
そのうち約 5 割は建設機械レンタル・リース業へ
と販売されており、建設業などユーザーへの直接
販売は 3 割程度、その他が 2 割程度となってい
る9。建設機械レンタル・リース業はメンテナンス
も行い、ユーザーの手間を省いている。

図－６　製造業のサービスにおけるGVCガバナンスの6タイプ
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「マーケット」タイプでは、サービス事業が標
準化されているため、戦略化によってメーカーの
競争力を強化することは困難である。このため、

「マーケット」に属する業種において、一部の企
業は日本国内市場を中心に、後述する「関係性」
へと移行している。例えば前述の空調機器メー
カーD社は、国内では子会社がメンテナンスを総
括的に請け負う事業に注力している。年間保守契
約や定期整備工事を行い、ユーザーに省エネなど
のメリットを訴求する。当該子会社は東京本部の
ほか、大阪支社、仙台支店など都市部を中心に
6 カ所の営業所を擁する。また建設機械業界では、
コマツグループの「KOMTRAX」など、メーカー
がIoTを活用した遠隔サービスを実施するなど、
メンテナンスにおけるメーカーの存在感が増して
いることは周知のとおりである。

② 「モジュラー・代理店主導」
「モジュラー」は、取引の複雑性、明文化の程度、

供給者の能力の三つとも高いタイプであり、ここ
ではさらに二つに分けることができる。一つは「モ
ジュラー・代理店主導」である。サービスの場合
には代理店・サービス事業者がフルパッケージあ
るいは複数のメーカーのサービスに対応できるマ
ルチベンダーとして顧客に幅広いメンテナンスを
提供する。
「モジュラー・代理店主導」に分類される業種

は計測器分野である。計測器は種類が多く、メー
カーも多い。こうしたなか、E社（東京都多摩市）
は計測、医療、情報・通信の分野における電子機
器製品へのサポートを、メーカーを問わず総合的
に行う10。同社には、メンテナンスの委託を受け
た機器を修理するためにメーカーから提供された
技術情報に加え、豊富な修理実績ノウハウをまと
めたマニュアルなどが蓄積されており、さまざま

10　2013年 7 月12日に非構造化インタビューを実施した。インタビュー対象者は総務部長である。
11　E社ホームページ（2020年 3 月18日閲覧）。

な計測機器および医療機器について的確かつ迅速
な修理が可能となっている。計測、医療、情報・通
信の分野における電子機器はさまざまなメーカー
の組み合わせによりカスタマイズされ、使用され
ている。そのため、E社のような特定のメーカー
の製品にとらわれないマルチベンダー的なメンテ
ナンス専業企業が力を発揮する。海外の故障品を
日本の国際空港内の保税工場にて修理するサービ
スも展開し、最短で24時間以内の修理が可能と
なっている。また、 4 万8,000以上の機種の校正
サービスを行い、国際規格へ対応した校正サービ
スも可能である11。同社のほかにも、計測器メー
カーのグループ会社でありながら、グループ内外
を問わずメンテナンスを引き受ける企業は少なく
ない。

③ 「モジュラー・メーカー主導」
もう一つは「モジュラー・メーカー主導」であ

る。これは、メーカーが比較的大規模かつ少数で
あり、メンテナンスにおいても製品を実際に製造
しているメーカーのノウハウが重要であるケース
が当てはまる。また、顧客側の要請や独占禁止の
観点、あるいは供給者側の経営資源の制約から代
理店などによるサービスが普及しているタイプも
含まれる。

典型例は、エレベーターなどの昇降機であろう。
エレベーターは乗車する人間の安全が最優先され
る機器であり、保守はその安全性を担保する極め
て重要な業務であり、有資格者による定期的な保
守整備が義務づけられている。前述の建設機械と
の違いは、メンテナンス業務が比較的複雑で特殊
性があることと、家庭用を除き遠隔による常時監
視が通常であることである。こうしたことから、
日本では歴史的に、エレベーターの保守は納入業
者（メーカーまたはその子会社）が行うものと考
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えられてきた。交換部品の調達や設計図面がオー
プンにされていなかったことも、独立した企業の
保守への参入は事実上困難であった要因の一つで
ある。しかし、「昭和40年代に主要メーカーの保
守部門の技術者がメーカーに部品の供給や機械の
設計図面の公開等を働きかけ、独立系の保守事業
者が誕生した」（金融財政事情研究会、2016; p.895）
という。その後、1985年に保守部品の供給に関す
る独占禁止法の判決があり、独立系事業者の地位
が確立された。独立系事業者は主要メーカー系の
保守事業者よりも格安の料金を提示することで顧
客を獲得し、設置工事事業者や下請事業者から独立
系の保守事業者となる例もみられるようになった。

エレベーターのメンテナンスは、ロープなど高
額部品の取り替えを含む必要なメンテナンスを契
約料金の範囲内ですべて行うフル・メンテナンス

（FM）契約と、点検、清掃、給油、調整などを
引き受け、部品交換や修理工事などは別途契約す
るパーツ・オイル・グリース（POG）契約とがあ
る12。メーカー系と独立系が併存するが、主要メー
カーの数は十数社とそれほど多くなく、製品分野
では上位 5 社のシェアは約 9 割、保守ではメー
カー系保守事業者のシェアは 8 割程度を占める。

代理店主導とメーカー主導が混在する業界もあ
る。メーカーの枠を越えて幅広いメンテナンスを
実施する水平統合企業（代理店）と製品事業部門を
もつ垂直的統合企業（メーカー）とが競合関係にあ
る。両者の強みの違いは明らかであろう。代理店や
サービス専業者がメーカーを問わず関連した幅広
い製品・設備のメンテナンスを一括して取り扱い、
それを顧客にワンストップで提供することで、顧
客に不可欠な購買代理店としての役割を果たす
パーソナル・エージェント13としての地位を確立
すれば、代理店主導へと移行する。一方、製品が

12　東芝エレベータ㈱ホームページ（https://www.toshiba-elevator.co.jp/elv/maintenance/plan、2020年 3 月18日閲覧）。
13　 パーソナル・エージェントとはバリューチェーン再構築のパターンの一つで、顧客への販売代理店となる企業が市場への影響力を高

めるパターンをいう。詳しくは水越（2003）を参照されたい。

高度化し、サービスにおけるメーカーのノウハウ
の重要性が高まれば、メーカー主導へと移行する。

業務用冷凍庫のメンテナンスも、独立系の保守
事業者（代理店）が行うケースと、メーカーの営
業所または子会社が行うケースとがある。独立系
保守事業者はメーカーを問わないマルチベンダー
として厨房機器全体をメンテナンス対象とし、
メーカー系は自社設備に関するノウハウを活かし
た高度なメンテナンスを提供することで相互に差
別化を図る。

また、両者が混在する場合でも代理店とメー
カーは必ずしも全面的に競合的であるとは限らな
い。例えば、日常的または簡易なメンテナンスは
代理店で、オーバーホールなど大規模かつ比較的
難易度が高いメンテナンスはメーカー系の保守会
社で行うなど、役割分担で共存するケースもある。

④ 「関係性」
「関係性」は取引の複雑性、供給者の能力が高

く明文化の程度が低いために供給者と顧客との間
に高度な相互作用が必要なタイプである。
「関係性」の典型例はいくつかある。まず、農

業用機械器具（農機具）である。農機具の販売は
一般的にJA（農協）を経由する「系統ルート」
と特約店（代理店）を通じて販売される「商系ルー
ト」がある。基本となるトラクターなどは大手メー
カーの寡占となっているが、農機具は作物の品種
によって装着するアタッチメントの個別性が高
い。メンテナンスも個別性が高く、耕作地の状況
によって機械にかかる衝撃は多様で、故障発生頻
度は比較的高いといわれている。

また、複写機も、独立系のメンテナンス事業者
も存在するが、多くはメーカー系の販売会社が
メンテナンスを担当し、基本的には「関係性」タイ
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プに該当する。これは、この業界独自の収益モデ
ルによるところが大きい。複写機の一般的な収益
モデルは、本体料金とトナー・修理代が含まれる
カウンター料金の二つに分けられ、メンテナンス
料金は、一定期間内のコピー使用量に応じて算出
される。

このように、サービスを収益源と位置づけ、製
品とサービスとの補完関係を活用してサービス事
業を展開する場合、顧客との直接的な接点が重要
となる。なお、近年では、遠隔サービスによって
稼働状況やトラブルの発生状況をフィードバック
するという分析環境を構築し、ビッグデータに基
づいたトラブルの事前予知を行う例もある。

半導体製造装置も「関係性」に分類されるであ
ろう。半導体は複雑な工程を経て製造され、顧客
である半導体メーカーも、供給者である半導体製
造装置メーカーも数は限られ、供給者は特定の工
程や技術に特化している。特に故障・停止した場
合の機会損失が極めて大きいインライン設備のメン
テナンスでは、客先の半導体工場に常駐するエン
ジニア14がメンテナンスを担当、装置が正常な状
態に保持されているかを点検し、故障があればそ
れを迅速に修復する。

工作機械業界はモジュラーと関係性が混在す
る。メーカーの規模が大きければ国内外とも自社

（関係性）、中堅規模では国内は自社（関係性）、
海外は代理店（モジュラー）といったように、メー
カーの規模、市場（国内か海外か）に応じて変化
する（奥山、2020）。

⑤ 「ユーザー主導」および ⑥ 「セルフ」
前掲図－ 5 における「従属」は供給者の能力が

低いケースであるが、サービスでは、製品の個別　
性が高いか、製品の組み合わせによるシステムに

14　半導体製造装置のフィールドエンジニアには、特定人材派遣が活用される場合もある。
15　 経済産業省「平成30年工業統計調査」（2017年調査）。統計調査の制約から、従業者数300人以下の企業の集計ではなく従業者数300人

未満の事業所の集計である。

顧客独自のノウハウがあるなどの理由により、相
対的に供給者の能力が低い場合がある。ここでは
これを「ユーザー主導」と呼ぶ。また明文化の程
度が極めて低く、ユーザー自身がメンテナンスを
行う「セルフ」のタイプもある。

オーダーメイドの食品加工機械業界は「ユー
ザー主導」と「セルフ」の中間に位置する。標準
的な食品加工機械は代理店を通じて販売されるこ
とが多いが、オーダーメイド製品はメーカーによ
る直接販売が主流となっており、ユーザーである
食品メーカーの細かいノウハウを反映して製造さ
れる。機械のメンテナンスはユーザーで実施され
る場合もあり、ユーザーで困難な場合には製造ノ
ウハウをもつ食品加工機械メーカーが担当する。
この場合、メンテナンス対象機械以外のノウハウ
が流出しないよう顧客側の要求に応じて当該機械
だけを取り外してメンテナンスを行う場合もある。

5 　グローバル・サービス事例の考察

（ 1 ）中小製造業の 
 グローバル・サービスの状況

日本の中小製造業における直接投資（サービス
拠点設置）の具体的事例を観察するため、東洋経
済新報社編（2019）に掲載されている海外進出企
業のうち一般機械51社（以下、拠点設置企業リス
ト）を抽出した（表－ 5 ）。

拠点設置企業リストでは、いくつかの特徴を指
摘することができる。まず、業種では、幅広い業
種で直接投資がみられるものの、比較的多いのは
半導体・FPD（フラットパネルディスプレイ）
製造装置である。2017年における一般機械に属す
る従業者数 4 人以上の中小製造業15 2 万8,488事業
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表－ 5　主な中小製造業のグローバル・サービス拠点
No. 所在地 業種（日本標準産業分類ベース） 従業員数 サービス拠点（国または地域）および設立年

1 千　葉 ボイラ・原動機 ― ◎台湾1993、◎シンガポール2003
2 愛　知 ポンプ・圧縮機器 ― △インド2013
3 東　京 ポンプ・圧縮機器 136 ▲タイ2010

4 広　島 ポンプ・圧縮機器 709 ◎ベトナム2014、〇タイ1997、◎マレーシア2012、◎インドネシア2015、◎ア
ラブ首長国連邦2014

5 （F社） 大　阪 一般産業用機械・装置 ― ▲中国1995、〇タイ1997
6 神奈川 一般産業用機械・装置 38 ◎中国2011
7 愛　知 その他のはん用機械・同部分品 100 ◎ドイツ1983、◎米国1983、▲メキシコ2004
8 大　阪 その他のはん用機械・同部分品 270 ◎タイ2011
9 東　京 その他のはん用機械・同部分品 ― ◎シンガポール1993
10 東　京 その他のはん用機械・同部分品 210 〇タイ2015
11 東　京 その他のはん用機械・同部分品 164 ◎中国2017
12 東京P 建設機械・鉱山機械 291 ◎インドネシア2011
13 愛　知 繊維機械 200 ◎タイ1996、◎米国2013
14（H社） 東　京 生活関連産業用機械 1,000 ◎ベトナム2018、▲インドネシア2014
15（I社） 徳　島 生活関連産業用機械 711 〇タイ2016、◎ドイツ2016、◎米国2018
16 大阪P 生活関連産業用機械 278 ◎タイ2013、◎インドネシア2015、◎米国2009
17 東　京 生活関連産業用機械 271 ◎ドイツ2018、◎米国2013
18 大阪P 生活関連産業用機械 75 ◎中国2004、◎ベトナム2012
19 大　阪 生活関連産業用機械 160 ◎ベトナム2012、〇タイ2013、▲タイ2012

20 大阪P 基礎素材産業用機械 243 ◎中国1997、◎香港（中国）2003、◎台湾2000、▲タイ1996、◎シンガポール
1989、▲インドネシア2014、◎米国1989、◎メキシコ2017

21 大阪P 基礎素材産業用機械 300 〇サウジアラビア2003
22 埼　玉 基礎素材産業用機械 154 ▲中国2012、〇台湾2013
23 東　京 基礎素材産業用機械 148 ◎米国2006
24 東　京 基礎素材産業用機械 ― ▲中国2003、◎フィリピン1996
25 東　京 基礎素材産業用機械 38 ◎中国2004
26 神奈川 金属加工機械 232 ◎中国2002、◎香港（中国）2002、◎タイ2014、〇タイ2004
27 富　山 金属加工機械 221 ◎ドイツ1984、◎米国1982
28 新　潟 金属加工機械 287 ◎中国2005、◎米国1981
29 広　島 金属加工機械 290 ◎中国2010、◎米国1990
30（J社） 神奈川 金属加工機械 ― 〇中国2012
31 広　島 金属加工機械 782 ▲タイ2002、◎米国2003
32 京　都 半導体・FPD製造装置 170 ◎台湾2009
33 東京P 半導体・FPD製造装置 293 ◎韓国1997、◎中国2001、◎台湾1996、◎ベトナム2009、▲メキシコ2007
34 岡山P 半導体・FPD製造装置 257 ◎中国2011、◎台湾―
35 愛　知 半導体・FPD製造装置 8 ◎シンガポール2014、◎米国2012
36 東京P 半導体・FPD製造装置 192 ◎中国2003、〇マレーシア1983、◎米国1983
37 大　阪 半導体・FPD製造装置 68 ◎韓国1997、▲中国2006
38 大　阪 半導体・FPD製造装置 312 ◎韓国2004、◎中国2003、◎中国2014、◎台湾2009、◎ドイツ2005
39 広島P 半導体・FPD製造装置 197 〇韓国1997、◎中国2008、◎台湾1996、◎シンガポール2001、◎米国1996
40 東京P 半導体・FPD製造装置 29 ◎韓国2009、◎中国2010
41 静　岡 その他の生産用機械・同部分品 1,036 ◎中国2007、〇タイ2013

42 長　野 その他の生産用機械・同部分品 201 ◎中国2008、◎シンガポール1995、◎インド2015、◎ドイツ1995、◎米国
1998、◎メキシコ1995、◎ブラジル1997

43 埼　玉 その他の生産用機械・同部分品 ― ◎米国1987、◎メキシコ1999
44 神奈川 その他の生産用機械・同部分品 150 ◎フィリピン2014
45 浜　松 その他の生産用機械・同部分品 110 〇インドネシア2015
46 神奈川P その他の生産用機械・同部分品 190 ◎中国2003

47 愛　知 その他の生産用機械・同部分品 ― ◎韓国2017、◎台湾1987、◎タイ1997、◎シンガポール1991、◎フィリピン
2005

48 愛　知 その他の生産用機械・同部分品 ― 〇米国1988
49 愛　媛 その他の生産用機械・同部分品 335 ◎中国2007、◎タイ2007
50 東京P 事務用機械器具 144 ◎フランス1996、◎フランス2010、◎米国1997
51 大阪P サービス用・娯楽用機械器具 264 ◎ドイツ1999、◎米国1988

資料：東洋経済新報社編（2019）
（注）1  出資比率20％以上の現地法人を 2 社以上有し、かつ中小企業基本法の中小企業（製造業）の定義に準拠する従業員数300人未満または資本金

3 億円未満の企業のうち、サービス拠点（メンテナンス、技術サービス、修理、保守、サービスの表記があるもの）を有する企業を掲載。
　　 2  所在地の右側のPは上場企業を示す。国・地域名の左側の◎は100％子会社（孫会社・間接保有100％を含む）、○は日系企業との合弁、▲は現

地企業との合弁、△は不明を示す。また、国・地域名の右側は設立年を示すが、―は不明である。
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所のうち半導体・FPD製造装置製造業は1,324事
業所（4.6％）であるが、表中では51社中 9 社

（17.6％）を占める。また国別・年代別には、中
国へは2000年代の進出が多い。東南アジアのなか
では日系製造業が多く立地するタイと、周辺国を
含めた拠点となるシンガポールが多い。業種別に
みると、金属加工機械では中国と米国、半導体・
FPD製造装置では、製品の納入先である半導体・
FPD工場が集積する米国、韓国、台湾、中国に
集中する。さらに日本経済新聞社の記事検索16に
よって事業内容が確認できた「拠点設置企業リス
ト」中の 4 社について、その内容をみていこう。

F社は、2005年 4 月に大手坩
る

堝
つぼ

メーカーG社と
包括的業務提携を結んだ。これに基づき、G社は、
F社が有していた中国上海およびタイの現地法人
に出資した。このように、大手製造業と中小製造
業とが連携することで、各拠点における業務量が
まとまり、拠点を維持しやすくなる17。

H社は、農業機械、精米機械などを主力とする
食品産業総合機械、プラント設備メーカーである。
日本だけでなく海外にも積極的に展開し、近代的
な精米プラントの市場占有率は北米で 9 割を超
え、アジア地域では 7 割を占めるが、さらなるシェ
ア拡大を図るには、廉価な商品群の投入と保守点
検体制の充実が求められるという。廉価な商品群
に関しては部品の現地調達を進めるとともに、保
守点検体制の充実に関しては海外拠点を増やし、
メンテナンスができる人材の育成にも力を注ぐ18。

I社は飲料用紙パックなどを得意とする食品充
填機メーカーである。欧州市場では1997年にヨー
ロッパ駐在員事務所を開設し、ノルウェーの紙

16　 記事は、2010年 1 月 1 日から2019年12月31日までの間の日経 4 紙（日本経済新聞、日経ヴェリタス、日経流通新聞MJ、日経産業新聞）
を対象に「メンテナンス」and「機械」and「海外」で検索した。

17　F社ホームページおよびG社ホームページ（2020年 3 月23日閲覧）。
18　日経産業新聞2016年10月 7 日付21面およびH社ホームページ（2020年 3 月23日閲覧）。
19　日本経済新聞2016年 6 月 8 日付地方経済面（四国）12面。
20　J社ホームページおよびK社ホームページ（2020年 3 月23日閲覧）。
21　2018年 7 月20日に非構造化インタビューを実施した。インタビュー対象者は役員 2 人である。

パック大手メーカーが販売代理店となり展開して
きた。欧州で販売した機械のメンテナンスは、I
社がサポートしながらノルウェーの紙パック大手
メーカーが提供してきたが、2016年、駐在員事務
所を現地法人化し、現在の体制を維持しながら、
現地法人が直接手がけることもできるようにし
た。機械のラインアップの拡充もあわせて行う。
機械に付加価値の高いサービスを提供するとい
う。現地法人は情報収集や機械の買い付けなどの
拠点としても活用する。2018年には米国にも現地
法人を設立し、メンテナンスを展開している。こ
のようにI社は、販売する機種の拡充に伴い、代
理店への委託から自社で提供する体制へとメンテ
ナンスの重心を移行しつつある19。

歯車試験機メーカーJ社は、自社製品と顧客に
共通性があり、関連の深い大手歯車製造機械メー
カーK社と共同で中国上海市に合弁会社を設立し
た。合弁会社の業務内容は、J社の歯車試験機お
よびK社の歯車製造機械のメンテナンスなどで、
出資比率はJ社が 2 割、K社が 8 割となっている20。

このように、試験機と製造機械という相互補完
的な機械を製造するメーカー同士が大手・中小の
枠を越えて共同で海外へ展開することで、J社と
しては経営資源の制約を克服し、サービス拠点の
採算性を高めることができる。

（ 2 ）メンテナンスで国内シェアを拡大した 
 企業の海外への挑戦：L社

L社（北海道足寄郡足寄町）は、1947年、鍬な
どの農具からスタートした農機具メーカーであ
る21。創業直後から手がけたカルチベーター（除
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草機）とビートハーベスター（甜菜収穫機）が主
力で、特にビートハーベスターでは高いシェア 
を誇る。2013年には大手化学メーカーのグループ
の一員となった。メンテナンスはグループ会社 

（販社）が担当し、販社は北海道に 6 カ所の拠点を
有している。販売は主に系統ルート（JA経由）
を活用している。

ビートハーベスターは1960年代から他社が手が
けており、同社は1973年に参入した後発組であっ
たが、故障しにくい製品改良や設計の工夫と、休
日も対応するメンテナンスにより差別化し、シェ
アを伸ばした。当初は競合が十数社あったが、現
在は 3 社程度にまで淘汰されたという。製品改良
は、グループ内の製造担当者、販売担当者、メン
テナンス担当者、必要に応じて部品などを供給す
る関係他社の担当者を参加させて機種ごとに 
年 1 回以上会議を行い、そこでの検討結果を製品 
改善に活かす。「農機具を試すことができるの 
は通常年 1 回であり、試運転がうまくいかなけれ
ば次のチャンスは 1 年後になってしまう。こうし
たことから、同時多発的に実験する必要があり、
協力してもらえる農家との関係が重要である」 
という。

海外については、インドネシアへの展開を実験
的に実施している。インドネシアは農業大国であ
り、近年、大手農機具メーカーは次々に参入を 
本格化させている。しかし、L社は「自社だけで
は難しい」と慎重な姿勢をみせる。難しい点とし
て、同社が国内で強みとしているメンテナンス 
体制の海外での構築を挙げる。収穫機に強みを 
もつ自社だけでなく、種蒔機メーカー、植栽機 
メーカーなどと協力しながら展開していく予定 
である。

22　 2014年 3 月13日に非構造化インタビューを実施した。インタビュー対象者は代表取締役である。その後の状況変化の一部は同社ホー
ムページ等を参照した。

23　 2016年11月 7 日に非構造化インタビューを実施した。インタビュー対象者は取締役 2 名および総務部長である。その後の状況変化は
同社ホームページ等を参照した。

（ 3 ）駐在員と本社技術者の併用：M社

M社（島根県松江市）は、超硬丸鋸切断機やミー
リング型試料調製機など多種多様な生産用機械器
具を手がける22。なかでも、金属の一部分を切断
して分析装置に自動で送り込むミーリング型試料
調製機は、日本製鉄㈱、㈱神戸製鋼所など日本の
大手鉄鋼メーカーをはじめ、中国の宝山鋼鉄にも
採用されている。この製品の競合はドイツの企業
だという。既製品はなく、素材、部材形状、設置
場所等、顧客との綿密な打ち合わせのなかから顧
客に最適な製品を提案し、オーダーメイドで製作
する。ほとんどの部品は外部調達で、自社では設
計と調整を行うファブライト企業である。英語版
や中国語版のウェブサイトや製品カタログを用意
するなど、海外展開に意欲的で輸出実績も伸びて
いる。フランス、インド、ベトナム、タイなどの
日系工場向けのほか、中国、韓国、南アフリカの
現地資本企業向けにも輸出実績がある。サービス
事業は、タイと中国に事務所を設置して駐在員を
置き、自社でメンテナンスを展開している。しか
し、オーダーメイド製品であるがゆえに、メンテ
ナンスも製品ごとに異なり、一定の技術が必要と
なる。このため、本格的なメンテナンスは日本か
ら技術者を派遣することで対応しているという。

（ 4 ）海外同業者との提携による展開：N社

中堅工作機械メーカーのN社（岐阜県高山市）
は、金型や工具を加工する高精度の研削盤の製造
を強みとしている23。主な顧客は金型メーカー、
工具メーカーおよび半導体関連企業である。
2019年 3 月期における国別の売上高の割合は、日
本50％、中国25％、中国を除くアジア13％、その
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他の地域12％となっている。海外直接投資は、
2008年、米国に100％出資の現地法人（販売拠点）
を設立し、ここがメンテナンスなどのアフター
サービスを手がけていたが、2011年には同法人を
清算した。代わりに、販売代理契約を日本の商社
と提携するとともに、現地のサービス専業企業と
も提携し、米国では、同社はサービス業務と営業
サポートを実施する体制となった24。さらに、2018年
には日本法人の米国支店を拡張し、米国における
市場開拓やサービスの拡大を図っている25。
欧州では、2007年、ドイツに同社製品の販売お
よびアフターサービス拠点として現地法人を設立
したが、2013年にこれを清算し、代わりに航空宇
宙産業・医療技術用のグラインダーなどを手がけ
るO社と提携し、N社製品の欧州でのメンテナン
スをO社が実施する体制とした。この提携は双方
向であり、O社製品の日本における販売、メンテ
ナンスなどはN社が行う。
さらに、アジアでのメンテナンス体制は米国や
欧州とも異なる。台湾では2012年に部品調達を目
的とした現地法人を台湾企業と日本の商社との合
弁で設立し、これを活用してサービスを展開する。
タイにはサービス常駐拠点をもち、ここが拠点と
なり、インド、フィリピン、インドネシアへサー

24　日経産業新聞2016年 5 月12日付17面。
25　N社ホームページおよび発表資料を参照している。

ビス要員を派遣している。2019年 3 月期におい
て、同社の売上高合計額に占めるアフターサービ
スの売上高の割合は13％で、ここ数年、年率 9〜
10％の伸びとなっている。

6 　結論：戦略の方向性

以上みてきたように、メンテナンスなどのサー
ビス事業は、顧客の機会損失の存在から距離の摩
擦が大きく、海外においても拠点設置の必要性は
高まる。ただし、これには固定費用が必要であり、
経営資源に制約のある中小製造業の場合には自社
での拠点設置のハードルはけっして低くない。一
方、代理店の拠点に依存し、代理店主導となると、
サービス事業を「戦略化」するための情報流の確
保が難しく、サービス事業が自社の競争力強化に
つながらない。こうしたトレードオフをどのよう
に克服していくのかが中小製造業のグローバル・
サービスの要点となる。表－ 6で、グローバル・
サービス戦略について拠点ごとに確認し、前節で
紹介した事例の一部とあわせて検討したい。
L社の事例では、日本国内ではメンテナンスを
強みとしているものの、経営資源の制約からグ
ローバル・サービス網の構築には慎重を期してお

表－ 6　グローバル・サービス戦略の検討

拠　点 GVCのタイプ

評　価

少ない経営
資源での展開

顧客の機会
損失を防ぐ
サービス網

戦略化を実現
する情報流

国内拠点からの派遣
【事例：M社】 関係性 ○ × ○

海外拠点：自社 関係性 × ○ ○

海外拠点：アウトソーシング（代理店） マーケット、モジュラー ○ ○ ×

海外拠点：関連他社との提携による拠点展開
【事例：F社、J社、N社】 関係性＋共同拠点 ○ ○ ○

海外拠点：アウトソーシング＋自社の併用
【事例：I社】

モジュラー・メーカー主導
＋関係性併用 ○ ○ ○
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り、これが製品のグローバル展開に影響している。
まさに、中小製造業のグローバル・サービスの重
要性とその難しさを示す事例といえよう。
この点、M社は、駐在員で対応できないメンテ
ナンスについては、日本国内の拠点から海外へと
技術者を派遣して行う。経営資源の制約のなか、
顧客の機会損失を防ぐサービス網という意味での
迅速な対応や、その都度かかる旅費などメンテナン
ス費用の観点では課題があるものの、メンテナン
スを通じた顧客との相互作用や自社への情報の
フィードバックは確保している。
一方、N社の事例では、自社での拠点展開やア
ウトソーシング、隣国からの派遣など、国ごとに
柔軟なメンテナンス体制を構築する。そのなかで
注目すべきは欧州での体制である。当初は自社拠
点を設けてメンテナンスを展開していたが、現在
では提携先のドイツの同業者がそれを代行し、日
本では逆に提携先製品のメンテナンスをN社が受
託している。同業者との互恵的な提携により、経
営資源の制約を克服しながら、顧客の機会損失を
防ぐ迅速なメンテナンス、メーカー主導の維持を
可能としている。
また、F社は、自社製品と関連の深い製品を製
造する大手製造業G社と提携し、拠点設置による
サービスを展開する。J社も同様に、関連の深い

歯車製造機械メーカーと合弁会社を設立して、共
同でメンテナンスを展開している。このように、
F社、J社およびN社では、顧客との相互作用のあ
るGVC類型である「関係性」を、関連他社との
提携によって発展させた「関係性＋共同拠点」と
いえる戦略がみられる。ただしこの戦略は、自社
拠点と代理店とで需要を奪い合うカニバリゼー
ションの防止が必要であり、例えばメンテナンス
の種類や難易度による役割分担の明確化などの工
夫が求められる。
また、I社は、販売代理店（ノルウェーの紙パッ
クメーカー）と自社の拠点を重層的に展開し、充
実したメンテナンスを欧州市場に展開している。
これは「モジュラー」の欠点を自社拠点による「関
係性」を併用することで補う「モジュラー・メー
カー主導＋関係性併用」といえる戦略である。
代理店への委託では、代理店に顧客との相互作
用と情報が滞留し、自社でそれを活用できないだ
けでなく、代理店のパワーを増大させ、将来的に
取引交渉力の面でも不利になりかねない。なぜな
ら、こうした情報は、共有ではなく専有すること
で、代理店の存在意義を高め、GVCにおいてパー
ソナル・エージェントの地位を確立することが可
能となるからである。一方、同業者などGVCに
おいて同じレイヤーの企業であれば、戦略的な提
携のなかで、顧客との相互作用で生み出された情
報や知識を共有するインセンティブは高い。そこ
で、中小製造業固有の問題であった経営資源の制
約のなかで、サービス事業を製品開発など自社の
競争力に活かすような「戦略化」を図るための情
報流を確保するには、代理店に多くを依存するの
ではなく、同業他社との提携や、代理店の拠点と
自社拠点との併用が有利となる。これにより、中
小製造業のグローバル・サービス展開に重要な少
ない経営資源での展開、顧客の機会損失を防ぐ
サービス網、戦略化を実現する情報流といった
三つのバランスを図ることができる。図－ 7に示

図－７　グローバル・サービスの二つの方向性

ユーザー
（企　業）

サービス
事業者

（代理店）

関係性
従　来 共同拠点

モジュラー・メーカー主導
従　来 関係性併用

ユーザー
（企　業）

メーカー
または
サービス
子会社

ユーザー
（企　業）

合弁・共同

メーカー1

メーカー2 メーカー

ユーザー
（企　業）

サービス
事業者

（代理店）

メーカー
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したように、「関係性＋共同拠点」や「モジュラー・
メーカー主導＋関係性併用」は、これら三つのバ
ランスを図る戦略として有効である。

本稿では、一般機械分野のメンテナンスを中心
に、経営資源の制約を抱える中小製造業のグロー
バル・サービス戦略の方向性、具体的には、サー
ビス事業の展開に際してどのようにサービス拠点
配置とバリューチェーンの構築を図っていくかに
ついて検討してきた。故障によって顧客の機会損
失が生じる一般機械のメンテナンスでは、顧客に
近接した拠点設置が重要となる。また、経営資源
に制約のある中小製造業において、その拠点を含
めたサービスのGVCをどのように構築していく
かが戦略上、重要となる。その戦略の方向性とし
て、関連他社との提携によって拠点を配置し、サー
ビスを展開する「関係性＋共同拠点」、代理店活

用と自社拠点を併用する「モジュラー・メーカー
主導＋関係性併用」の二つを示した。

ただし、現段階では限られた事例のなかから含
意を抽出したにすぎない。研究の性質上、定性的
な手法を中心とせざるをえないが、定量調査など
も併用しつつ、多くの事例を考察して理論の精緻
化を図る必要がある。また、サービス拠点につい
ては販売機能を併有している場合が多く、販売機
能との相互関連性、あるいは「統合化」を実現す
るための部品供給拠点となる工場との相互関連性
も考察したい。なお、2020年 2 月には実際に海外
拠点を訪問して、サービス人材の育成に関する課
題の考察を予定していたが、COVID―19による世
界的な混乱があり、それが叶わなかった。これも
次の機会に譲りたい。
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